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議案第28号

平成31年度東伊豆町水道事業会計予算

（総則）

第1条平成31年度東伊豆町水道事業会計の予算は､次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第2条業務の予定量は､次のとおりとする。

(1)給水件数5,820件

(2)年間総給水量2,351,000㎡

(3)一日平均給水量6,423㎡

(4)主な事業稲取地区新規井戸利用に向けた測量調査･基本設計他

（収益的収入及び支出）

第3条収益的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める。

収入

第1款水道事業収益

第1項営業収益

第2項営業外収益

440,318 千円

千円

千円

420,655

.19,663

支出

水道事業費用
営業費用

営業外費用

特別損失

予備費

款
項
項
項
項

１
１
２
３
４

第
第
第
第
第

409,475 円
円
円
円
円

千
千
千
千
千

373,979

34，495

1

1,000

－1－



（資本的収入及び支出）

第4条資本的収入及び支出の予定額は､次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額206,199千円は、
過年度分損益勘定留保資金206,199千円で補てんするものとする｡）

第1款資本的収入

第8項固定資産売却収益

第1款資本的支出

第1項建設改良費

第2項企業債償還金

収入

支出

1,106千円

1,106千円

207,305

112,775

94,530

千円

千円

千円

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第5条次に掲げる経費については､その経費の金額を､それ以外の経費に流用し､又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は､議会の議決を経なければならない。

(1)職員給与費84,935千円

（たな卸資産の購入限度額）

第6条たな卸資産の購入限度額は､4,264千円と定める。

平成31年3月6日提出

東伊豆町長太田長八

－2－



平成31年度東伊豆町水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収入 (単位:千円）

款 項 目 予定額 備考

1.水道事業収益 440,318

1．営業収益 420,655

1．給水収益 402,000水道料金

2.簡易水道収益 16,900水道料金

3.受託工事収益 1給水工事収入

4.その他営業収益 1,754開閉栓手数料等

2.営業外収益 19,663

1．受取利息及び配当金 76預金利息

2.分担金 1,229給水分担金

3.長期前受金戻入 17,790長期前受金戻入

4.雑収益 568雑収入

－3－
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支出 (単位:千円）

款 項 目 予定額 備考

1.水道事業費用 409,475

1.営業費用 373,979

1.原水及び浄水費 70,201取水及び浄水諸費用

2.配水及び給水費 88,785配水施設維持管理及び給水諸費用

3.簡易水道事業費用 6,112簡易水道事業諸費用

4.受託工事費 1受託工事諸費用

5.総係費 52,512水道事業運営に関する諸費用

6減価償却費 152,466固定資産減価償却費

7.資産減耗費 3,901固定資産除却費

8.その他営業費用 1科目存置

2.営業外費用 34,495

1．支払利息及び企業債取扱費 19,295企業債利息

2.消費税 15,000消費税及び地方消費税

3.雑支出 200過年度還付金等

3.特別損失 1

1.その他特別損失 1科目存置

4.予備費 1,000

1．予備費 1,000予備費



資本的収入及び支出

収入 (単位:千円）

款 項 目 予定額 備考

1．資本的収入 1,106

8．固定資産売却収益 1,106

1．土地売却収益 1,106土地売却収益

支出 (単位:千円）

款 項 目 予定額 備考

1．資本的支出 207,305

1.建設改良費 112,775

1.原水及び浄水施設整備費 8,708原水及び浄水施設関係工事

2.簡易水道施設整備費 15,188簡易水道施設関係工事

3.配水及び給水施設整備費 75,910配水及び給水施設関係工事

4.固定資産購入費 3,969固定資産等購入費

5.調査費 9,000測量調査･基本設計業務費用

2.企業債償還金 94,530

1．企業債償還金 94,530元金償還金

－5－



平成31年度東伊豆町水道事業会計予定キャッシュフロー計算書
(平成31年4月1日から平成32年3月31日まで）

(単位：千円）
1．業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

資産減耗費

賞与引当金の増加額（△は減少）

・法定福利費引当金の増加額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

たな卸資産の増減額（△は増加）

預り金増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2．投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

3．財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良企業債償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

資金期首残高

資金期末残高

23，043

152,466

3,901

71

A119

1,044

A17,790

△76

19,295

10，809

△2，343

22

0

190，323

76

A19,295

171,104

A102,884

1,106

A101,778

△94，530

△94，530

A25,204

677,426

652,222

－6■■■■■■■



1.営業収益

(1)給水収益

(2)簡易水道収益

(3)受託工事収益

(4)その他営業収益

2‘営業費用

(1)原水及び浄水費

(2)配水及び給水費

(3)簡易水道事業費用

(4)受託工事費

(5)総係費

(6)減価償却費

(7)資産減耗費

(8)その他営業費用

営業利益

平成30年度東伊豆町水道事業会計予定損益計算書(前年度分）
（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）

371,296

17,222

1

670

66，223

75，784

4，834

1

66,105

155,522

4，917

1

389,189

373,387

15,802

3.営業外収益

(1)受取利息及び配当金

(2)分担金

(3)長期前受金戻入

(4)他会計補助金

(5)雑収益

4営業外費用

(1)支払利息及び企業債取扱費

(3)雑支出

経常利益

5.特別損失

(1)過年度損益修正損

(2)その他特別損失

6.予備費

(1)予備費

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動；

当年度未処分利益剰余金

118

1,704

19,181

1,696

744

21,611

239

0

1

1,000

(単位:千円）

23,443

21,850 1,593

17,395

1

1,000 A1,001

16,394

52,352

0

68,746

－7－



平成30年度東伊豆町水道事業会計予定貸借対照表(前年度分）

1．固定資産

（1）有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

減価償却累計額

ハ．構築物

減価償却累計額

二・機械及び装置

減価償却累計額

ホ．車両運搬具

減価償却累計額

へ．工具器具及び備品

減価償却累計額

卜．その他有形固定資産

減価償却累計額

チ．建設仮勘定

有形固定資産合計

（2）無形固定資産

イ．水利権

ウ．ソフトウェア

無形固定資産合計

固定資産合計

2．流動資産

（1）現金・預金

（2）未収金

貸倒引当金

（3）貯蔵品

流動資産合計

資産合計

(平成31年3月31日）

資産の部

334,810

A199,957

6,010,637

△3,539,996

2,074,425

A1,577,537

18,106

A14,874

20，689

△15，443

1,204

△1，054

365,620

337,780

134,853

2,470,641

496,888

3,232

5,246

150

365,620

1,850

10,001

93，044

△3，027

3,814,410

11,851

677,425

90,017

718

－8－

(単位：千円）

3,826,261

768,160

4,594,421



’
１
１

負債の部
(単位：千円）

3．固定負債

（1）企業債

固定負債合計

4．流動負債

（1）企業債

（2）未払金

（3）引当金

（4）預り金

流動負債合計

5．繰延収益

（1）長期前受金

イ．国庫補助金

収益化累計額

ロ．県補助金

収益化累計額

ハ．他会計補助金

収益化累計額

二・工事負担金

収益化累計額

ホ．受贈財産評価額

収益化累計額

へ．寄付金

収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益合計

負債合計

735,341

735,341

94,530

15,935

6，815

1，665

118,945

143，388

△116,587 26,801

217，533

△189,367 28,166

224,362

A182,674 41,688

249,011

A187,677 61,334

647,805

△447,247 200,558

100,755

△69，160 31,595

390，142

390,142

1,244,428

－9－



6．

7．

資本金

（1）自己資本金

資本金合計

剰余金

（1）資本剰余金

イ．国庫補助金

ロ．県補助金

ハ．他会計補助金

二．工事負担金

ホ．受贈財産評価額

へ．寄付金

資本剰余金合計

（2）利益剰余金

イ．減債積立金

ロ．建設改良積立金

ハ．当年度未処分利益剰余金

二．その他未処分利益利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債・資本合計

資本の部

0

2,904

0

1,060

49，275

0

0

234，158

68，747

0

2,993,849

53,239

302,905

-10-

(単位：千円）

2,993,849

356,144

3,349,993

4,594,421

叩



1．固定資産
（1）有形固定資産

イ．土地

ロ．建物

減価償却累計額

ハ．構築物

減価償却累計額

二・機械及び装置

減価償却累計額

ホ．車両運搬具

減価償却累計額

へ．工具器具及び備品

減価償却累計額

ト．その他有形固定資産

減価償却累計額

チ．建設仮勘定

有形固定資産合計

（2）無形固定資産

イ．水利権

ウ．ソフトウェア

無形固定資産合計

固定資産合計

2．流動資産

（1）現金・預金

（2）未収金

貸倒引当金

（3）貯蔵品

流動資産合計

資産合計

平成31年度東伊豆町水道事業会計予定貸借対照表
(平成32年3月31日）

資産の部

334,810

A205,192

6,079,014

△3,654,875

2,096,848

A1,606,785

18,107

△15，339

20，689

△16，064

1，204

△1，083

373,802

1,847

8,015

336,674

129,618

2,424,139

490,063

2,768

4,625

121

373，802

9,862

82，234

△4，070

3，761，810

9,862

652,222

78,164

695

(単位：千円）

3,771,672

’

731,081

4,502.753

－11－



3．固定負債

（1）企業債

固定負債合計

4．流動負債

（1）企業債

（2）未払金

（3）引当金

（4）預り金

流動負債合計

5．繰延収益

（1）長期前受金

イ．国庫補助金

収益化累計額

ロ．県補助金

収益化累計額

ハ．他会計補助金

収益化累計額

二・工事負担金

収益化累計額

ホ．受贈財産評価額

収益化累計額

へ．寄付金

収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益合計

負債合計

負債の部

143,388

A117,193

217，533

A189,944

224,362

A185,315

249,011

A190,451

647,805

△456,645

100,755

△70，954

26,195

27,589

39,047

58,560

191,160

29,801

638,434

96,907

13,592

6，767

1,665

372,352

－12－

(単位：千円）

638,434

118,931

372,352

1,129,717



6．

7．

資本金

（1）自己資本金

資本金合計

剰余金

（1）資本剰余金

イ．国庫補助金

ロ．県補助金

ハ．他会計補助金

二．工事負担金

ホ．受贈財産評価額

へ．寄付金

資本剰余金合計

（2）利益剰余金

イ．減債積立金

ロ．建設改良積立金

ハ．当年度未処分利益剰余金

二．その他未処分利益剰余金変動額

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債・資本合計

資本の部

0

2，904

0

1,060

49，275

0

0

234,158

91,791

0

2,993,848

53,239

325,949

(単位：千円）

2,993,848

379,188

3,373,036

4,502,753

－13－
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平成31年度東伊豆町水道事業会計予算参考書
収益的収入及び支出

収 入
(里付2千円）

支 出
（苗ｲf了．千nn

款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
各目邸

節 金額

可
毎
Ｊ佃

附記
1.水道事業収益 440,318 441,633 A1,315
1.営業収益

1．給水収益

2.簡易水道収益
3.受託工事収益

4.その他営業収益

420,655

402,000

16,900

1

1,754

418,741

403,000

15,200

1

540

1,914

A1,000

1,700
0

1,214

1.水道料金
1 水道料金
1 受託工事収益
1 巾.料売却収益
2 弓三数料
3 ｛l会計負；且金
4 梨E収益

402,000

16,900
1

1

238

1,514

1

上水道料金

簡 ジ
ニ易水道料金

受；モエ事収入

材〉
’､

垂参売却代金

諸呂手数料

他会言今負；且金

科目浦菖置
2.営業外収益

1．受I文利息及び配当金

2.分；旦金
3.長；朝前受金戻入

4.雑収益

5．‘也会計補助金

19,663
76

1,229

17,790

568

0

22,892

118

1,220

19,181
607

1,766

△3,229
△42

9

A1,391
△39

A1,766

1．預金利息
1 給水分担金
1 長期前受金戻入
1 不用品売却収益
2 その他雑収益
1 他会計補助金

76

1,229

17,790
1

567

0

預金萱利息

給フ〈分担金

長手月前受金戻入
科 ﾖ存置
雑1又入

他会計補助金

款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
各目 ザ

節 金額

細

I
Ｉ
Ｆ
Ｂ
‐ 記

1.水道事業費用 409,475 423,981A14,506
1.営業費用

1.原水及び浄水費
373,979

70,201

384,169

73,044

A10,190

△2,843 1．給料

2.手当

3.摸『与引当金繰入額

17,723

7,545

2,351

職員5名

甥1木到咽手ヨ4,bbb十門

扶養手当78千円
時間外手当200千円
通勤手当447千円
宿日直手当2.165千円
平成32年度夏期期末勤勉手当引当



(里付?千円）
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款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
各目邸

節 金額
細

吋記

2.配水及び給水費

3.簡易水道事業費用

88,785

6,112

78,492

5,777

10,293

335

14.備消品費
15 燃料費
16 光熱費
18 通信運搬費
19 委託料
20 手数料
21 賃借料
22 修繕費
26 動力費
27.薬品費
28.材料費
37 保険料
38 公課費
1 給料
2.手当

3．賞与引当金繰入額
9 報償費
14 備消品費
15 燃料費
18 通信運搬費
19 委託料
20 手数料
21 グ。貢借料
22 1修繕費
26

“
ｄ
ｉ
ｌ
ｌ
Ｉ
４ 動力費

28
含
ノｵ料●費

37 呆険料
38 公課費
14 備消品費
18 通信運搬費
19 委託料

185

133

21

272

5,715

7

4,494

5,400

20，550

5,742

50

13

0

11,481

3,847

1,521
300

97

321

2,320

7,050

85

1,742

9,917

49,663

20

335

86

20

130

1,281

消 毛品等

燃〉斗費

プロパンガス代

電話代

電気保安管理､水質；食査等
浄化槽法定検査手数料等
借地料等
修繕費

電気代

薬品代

材料代

損害賠償保険等
自動車重量税

職員3名分

期末勤勉手当3,011千円
扶養手当120千円
時間外手当450千円
通勤手当266千円
平成32年度夏期期末勤勉手当引当

当番工事店謝礼

消耗品等

燃料代

電話代

電気保安管理、 量ス<器交
ｑ
ｑ奥等

車検代行手数）
′、

p･等
1昔地料等

修繕費

電気代

材料代

損害賠償保険等
自動車重：

三
塁:税

消耗節等

電話代

薬品注入装置点検等



款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
節

21.賃借料

22.修繕費

26.動力費

27.薬品費

28.材料費
4.受託工事費 1 1 022.材料費
5.総係費 52,512 67,555A15,043 1.給料

2.手当

3.賞与引当金繰入額
5.法定福利費

6．法定福利費引当金繰入額

7.報酬

10.旅費

14.備消品費

15.燃料費

17.印刷製本費

18.通信運搬費
19.委託料

20.手数料

21.賃借料

22.修繕費
31 会費負担金
37 保険料
38 公課費
42 貸倒引当金繰入額

－16－

(蛍付2千円）

各目明細

金額

231

1,541

1,166

1,723

20

1

13,929

4,795

1,876

18,848

1,019

429

179

355

256

214

852

6,507

74

802

300

180

390

7

1,500

附記

借地料

修繕費

電気代

薬品代

応急復旧用材料

科目存置

職員4名分

期末勤勉手当3,729千円

扶養手当0千円

時間外手当450千円
通勤手当159千円
特殊勤務手当58千円
管理職手当399千円
平成32年度夏期期末勤勉手当引当

共済組合負担金11,176千円
その他費用7,672千円
平成32年度夏期期末勤勉手当の法定福利費引当

水道料金審議会委員報酬

普通旅費

消耗品等

燃料代

納入通知書等

電話代､郵便料

検針､集金､電算関係委託等

新聞折込料等

公営企業会計システム共同化に伴う使用料

自動車点検修繕費等
水道協会負担金等
損害賠償保険等

重量税

未収金に対する貸倒金引当



’
(単位:千円）

款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
各目明細

節 金額 附記

6.減価償却費 152,466 155,522 △3,056 1.有形固定資産 150,478有形固定資産減価償却費

減価償却費

2.無形固定資産 1,988無形固定資産減価償却費

減価償却費

7.資産減耗費 3,901 3,777 124 1．固定資産除却費 3,901資産減耗費

8.その他営業費用 1 1 0 1.雑支出 1科目存置
2.営業外費用 34,495 38,811 A4,316

1.支払利息及び企業債取扱費 19,295 21,611 A2,316 1.企業債利息 19,295企業債利息
2.消費税 15,000 17,000 △2,000 1．消費税 15,000消費税及び地方消費税
3.雑支出 200 200 0 1.その他雑支出 200過年度還付金等

3.特別損失 1 1 0

1.その他特別損失 1 1 075.その他特別損失 1科●目存置
4.予備費 1,000 1,000 0

1．予備費 1,000 1,000 0 1．予1肯費 1,000予備費

－17－
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’
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資

収入

(単付:千円）

款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
各目明細

節 金額 附記
1．資本的収入 1,106 0 1,106

8.固定資産 1,106 0 1,106
売却収益 1.士地売却収益 1,106 0 1,106 1.土地売却収益 1,106士地売却収益

支出
(蛍付?千円）

款項 目 本年度予定額 前年度予定額 比較
各目1!

節 金額

細

附記
1．資本的支出 207,305 192,934 14,371
1.建設改良費 112,775 100,720 12,055

1.原水及び浄水 8,708 17,200 △8,49239.工事請負費 17,200原水及び浄水施設関係工事
施設整備費

2.簡易水道施設 15,188 33,600A18,41239.工事請負費 33,600簡易水道施設関係工事
整備費

3.配水及び給水 75,910 27,780 48,13039.工事請負費 27,780配水及び給水施設関係工事
施設整備費

4.固定資産購入費 3,969 3,612 357 1.量水器購入費 3,612量水器購入費
5.調査費 9,000 18,528 △9,52819.委託料 18,528測量調査･基本設計業務費用

2.企業債償還金 94,530 92,214 2,316
1.企業債償還金 94,530 92,214 2,316 1，元金償還金 92,214元金償還金



給与費明細書

1．総括

給与費

区分 職員数（人） 報酬 給料 手当

(千円） (千円） (千円）

本年度 12 43,133 21,935

前年度 12 42,533 21,316

比較 0 600 619

区分 扶養手当 時間外手当 住居手当 通勤手当 期末勤勉手当

本年度 198 1,100 0 872 17,143

手当の内訳

前年度 276 900 0 970 16,671

比較 △78 200 0 △98 472

計

(千円）

65,068

63,849

1,219

児童手当

0

0

0

法定

福利費

(千円）

19,867

19,658

209

管理職手当

399

399

0

合計

(千円）

84,935

83,507

1,428

(単位：千円）

特殊勤務手当 宿日直手当

58 2,165

58 2,042

0 123

－19－



2．給料及び手当の増減額の明細

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円）

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増減分

給料 600
昇給期間短縮に伴う増減分

その他増減分

手当 619

その他増減分

3．給料及び手当の状況

（1）職員1人当たり給与

区分

平均給料月額（円）

平成31年4月1日現在 平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

平均給料月額（円）

平成30年4月1日現在 平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

-20－

説明 備考

617 該当職員数10人

A17他会計異動等 該当職員異動職員数2名

619昇給、他会計異動等 職員手当の内訳どおり

一般行政職 技能労務職

310,022 278,544

321,009 287,119

42.6 47.8

306,125 273,831

318,950 282,406

43.0 46.8



(2） 初任給

区分 一般行政職（円） 技能労務職（円）
一般会計の制度

一般行政職（円） 技能労務職（円）

高校卒 153,000 141,900 153,000 141,900

大学卒 180,700 167,400 180,700 167,400

（3）級別職員数

区分
一般行政職

級 職員数（人） 構成比（％）

技能労務職

級 職員数（人） 構成比（％）

1級 1 12.5 1級 0 0.0

2級 2 25.0 2級 0 0.0

3級 1 12.5 3級 4 100．0

平成31年4月1日現在 4級 2 25.0

5級 1 12．5

6級 1 12．5

計 8 100．0 計 4 100．0

1級 2 25.0 1級 0 0.0

2級 1 12．5 2級 1 25.0

3級 1 12.5 3級 3 75.0

平成30年4月1日現在 4級 2 25.0

5級 1 12．5

6級 1 12．5

計 8 100.0 計 4 100.0

■■■■■■■ 21 －

’
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(級別の標準的な職務内容）

（4）昇給期間短縮

’

区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

一般行政職

主事補、主事

技師補、技師

主任主事

高度の知識又は経

験を必要とする業

務を行う技師

主査

主任技師

係長

浄水場長

課長補佐

主幹

浄水場長

課長

技監、参事

参与

技能労務職

作業員の職務 技能又は経験を必

要とする職務

指揮監督の職務又は相当の技能、

経験を必要とする職務

区分 合計 一般行政職 技能労務職

本
年
度

職員数(A)(人）

昇給に係る職員(B)(人）

号級数別内訳

2号級（人）

4号級（人）

6号級（人）

8号級（人）

比率(B)/(A)(%)

12

12

2

10

100.0

8

8

2

6

66.7

4

4

4

33.3

前
年
度

職員数(A)(人）

昇給に係る職員(B)(人）

号級数別内訳

2号級（人）

4号級（人）

6号級（人）

8号級（人）

比率(B)/(A)(%)

12

12

3

9

100.0

8

8

3

5

66.7

4

4

4

33.3



（5）特殊勤務手当

区分 全職員

給料総額に対する比率（％） 0．13

支給対象職員の比率（％）

33.33

(平成30年4月1日現在）

支給対象職員1人当りの

1,200

平均支給月額（円）

代表的な特殊勤務手当の名称

（6）期末手当・勤勉手当

支給期別支給率

区分

6月（月分） 12月（月分）

本年度 2.225 2.225

前年度 2．125 2.275

一般会計の制度 2.225 2.225

3月（月分）

一般行政職

0．19

50.00．

1,200

水道業務従事手当

支給率

(月分）

4．45

4．40

4．45

職務上の段階、職務の

級等による加算措置

有

有

有

技能労務職

備考

－23－
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（7）定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最高限度

区分 その他の加算措置等 退職時特別昇給 備考

(月分） (月分） (月分） (月分）

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職特別措置

(2％～45％加算）
－

一般会計の制度（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709 47.709
早期退職特別措置

(2％～45％加算）
－

（8）その他の手当

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶養手当 一般会計と同じ

住居手当 一般会計と同じ

通勤手当 一般会計と同じ



債務負担行為に関する調 害 ’

(単位：千円）

１
１
１

１
１

’
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事項

(議決年度）
限度額

前年度末までの支払義務発生支出（見込）額

期間 金額

当該年度以降の支払義務発生予定額

期間 金額

左の財源内訳

水道事業収益

水道検針業務委託

(平成29年度）
9， 916 平成30年度 4 》 958 平成31年度 4 》 958 4 〕 958



平成31年度東伊豆町水道事業会計予算における注記

1．重要な会計方針

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法

ア量水器

先入先出法による原価法

（2）固定資産（償却資産）の減価償却の方法

定額法を採用している。

（3）引当金の計上方法

ア退職給付引当金

一般会計で全職員分を計上しているため、退職給付引当金は計上していない。
イ賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、支給額のうち当該年度に負担する額を計上している。
ウ法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当該年度に負担する額を計上している。
エ貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により算定し計上している。
（4）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

－26－

2．予定貸借対照表等関連

（1）引当金の取り崩し

ア賞与引当金

平成31年度において、期末手当、勤勉手当、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として10，
ため、賞与引当金6，815千円を取り崩している。
イ貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金1,500千円を取り崩すこととしている。

242千円を支給する

I


